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Abstract   

MarketingofscallopsbyHokkaidoFisheriesCooperativeFederationwasstudiedinthispaper．  
Recentsuccessinthemarketingofthescallopproductswasduetotwoconditions．First，Hokkaidohas  

thedominantpositionintheproductionofscauops．  
Secondly，becausethedistributionsystemwaswelldeveloped．  

Scallop products are thus we山distributedinJapan・EconomicaJly scallopproductshas been changed  

丘om“generalgoods”to“superiorgoods”．Distributionhasgreatlybroadenedduetochangesinthe  

marketingpolicy．  
However，OWingtothepresenteconomicslump，theexpansionofthismarkethassloweddown．  

Kcywords‥ FisheriesCooperativeFederation，SCallopproducts，generalgoods，SuPeriorgoods，  

に設立された北海道漁連は，他の漁連がそうであったよ  

うに経済基盤もきわめて脆弱であった。北海道の沿岸漁  

村からの漁獲物の搬出は，戦前からの集散地である函館，  

小棒に拠点をおく海産商の問屋制的支配を受けたルート  

によって，主に北海道外へと移出された。なかでも北海  

道の特産品であったコンプは，函館のコンプ問屋に規  

格・品質などの決定権があり，プライス・リーダーも彼  

らに掌握されていた1）。こうした海産商の流通支配を排  

除して北海道漁連がコンプの共販を開始したのは，「昆  

布共販協会」を設立した昭和34年のことである。北海道  

漁連は，関西方面のコンプ加工問屋と漁協の間に入り，  

定期的に値決め会をコンプの採集時期に，何回かに分け   

問題の所在  

近年，都道府県の漁業協同組合連合会（略して漁連と  

称する）によって養殖魚貝類を中心としたマーケテイン  

グが積極的に行われ，西日本の長崎県漁連，香川県漁連，  

愛媛県漁連，三重県漁連による養殖ハマチ，養殖ノリ，  

北日本では，北海道漁連による増・養殖ホタテ月，サケ，  

コンプなどの水産物が漁業者から共同販売（略して共  

販）され，漁連の独自な販売ルートにのっている。   

戦後，昭和24年の「水産業協同組合法」によって新た  
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開催した。こうして漁業者に対しては，出来るだけ適正  

な生産者価格の実現をはかる方法として，また，関西方  

面を中心とする大消費地におけるコンプ相場の安定化の  

方途として北海道漁連が大きな役割を果たしたのである。  

同様に，戦前から北海道の香港向け輸出品目であったホ  

タテ貝柱の共販もコンプ共販よりも以前，昭和29年，北  

海道漁連が大洋漁業の集荷機能を担うという形態での  

「共販」（＝共同集荷）が開始されていた。ホタテ貝柱，  

コンプ等から始められた北海道漁連による共販は，その  

後，養殖ホタテ貝，秋サケ，その他にまで拡大され，近  

年では，産地買受け人からの代金の回収業務，また，漁  

連が買受け人として産地市場に参加し，特定漁獲物の価  

格の下支えを行ったり，受託業務によって生産者（漁業  

者，産地買受け人，加工業者など）から受託された水産  

物を販売するなどの様々な形態で業務内容の豊富化が進  

展してきた。   

そこで本稿においては，全国の中でも，漁連による共  

同販売と，それと連動したマーケテイングの1つのタイ  

プの典型事例と思われる北海道漁連に焦点を当て，昭和  

40年代の後半から道南地帯（渡島支庁，胆振支庁）の噴  

火湾，道北地帯のオホーツク海側を中心に急激な発展を  

示した養殖ホタテ貝（主として噴火湾），地蒔きによる  

増殖ホタテ貝（主としてオホーツク海側）の共販と近年  

の消費ニーズに対する漁連マーケテイングについて考察  

を加えることとする2）。   

なお，漁連マーケテイングに関する研究は，これまで  

ほとんど蓄積がなく，唯一，濱田英嗣氏の「養殖漁業に  

おける漁協共販の展開方向」（『水産振興』第238号 昭  

和62年10月）があるのみである。演田の研究は，香川県  

漁連を対象として養殖ハマチのマーケテイングについて  

考察したものであり，養殖魚類市場の産地集荷，および  

消費地販売の両サイドにおける競争構造と漁連マーケ  

テイングという協同組合組織の市場対応を示すものとし  

て興味深い。本稿においては，養殖ハマチのような「商  

系」を含めた多数の流通業者による参入と大型漁連間の  

「産地間競争」という競争構造が，弱く，そして北海道  

という流通組織の脆弱性と豊富な漁場生産力という条件  

に支えられながら，今日まで系統流通組織の一種の「地  

域独占」に依拠したマーケテイング活動を展開してきた  

北海道漁連を取り上げる。   

西日本の養殖ハマチの「商系」との競合による部分共  

販一貫取り販売を主要な形態とする漁連マーケテイン  

グが1つのタイプとするならば，北海道漁連のタイプは，  

「商系」の力が弱いために可能であった全面共販一委  

託販売という，もう一つのタイプであると言えよう。以  

下，行論に移ろう。  

1．増・養殖ホタテ貝生産と製品出荷   

増・養殖ホタテ貝の生産は，図1に示されているよう  

に平成3年度実績において，北海道が主産地となってお  

り，全国生産量の352，181トンのうちの84．8％に相当す  

る298，526トンを供給している。そのうち養殖ホタテ貝  

が37．4％の111．700トン，地蒔きによる天然ホタテ月が  

62．6％の186．826トンとなっている（図2）。このように  

天然ホタテ貝が大きなウェイトを占めているのである。  

昭和53年の北海道の生産量が92，764トンであったから，  

平成3年度はその3．2倍になっている。とくに昭和50年  

代半ばからの生産増加が著しくなっている。  

単位・千  
358  

3Ⅷ  

・ご‾J  

21犯   

ン158  

1珊  

58  

匂  
S」7  S4g S51 防3  S55  S57  S5g S81 S63  トを  
S4合  湖  S52  S5－1 監ぢ  S58  Se㊥  鎚2  HJ  トロ  

一北海掴・・東北3県  

此所：北湖遺Ⅷ‖虹資料より作成  

図1 ホタテ月水揚げ量  
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寮1 ホタテ月製品生産盈  単位：トン  

生 鮮  ボイル  冷 凍  南籠他  乾貝柱   

S‘17  8．256   66  569  856  5，413   

S∠ま8  15，370  392  736  1，270  6，761   

S49  21，9ユ6  239  751  325  8，247   

S50  2∠l，609  9，347  749  427  軋565   

S51  ：う8，830  1，810  3，744  2，069  11，679   

S52  60，558  16，314  3．363  6．299  15．180   

S53  50，848  10，975  11．233  1，688  1軋020   

S54  fiO，979  13，892  16，368  4，780  15，256   

S55  29，222  17．315  19，898  4，9～iO  21，759   

S56  21，630  33，851  34，612  右897  22，′104   

S57  19，199  52．523  27，815  5，151  27，224   

S58  21，327  ～軋81l  62，963  6，493  28，305   

S59  25，967  48．167  56，997  13，868  34，795   

S60  27，655  46、640  60，727  11，500  30，815   

S61  53，814  40，996  55，295  11．558  28．736   

′軋613  67．596  57，104  14．∠ま29  29，139   

S62            S63  69，169  68，554   65，481  17，410  32，803   

＝1  83，477  71，364  79，552  16，240  45，615   

H 2  92，790  76，828  77，550  1（5事756  47，886   

H 3  85，380  65，848  84，731  17，139  ∠15，428  

出所：北妄極道漁迎賓料より作成  

図3 北海道管内別ホタテ貝生産数  

（平成3年皮）   

産地別では，図3の平成3年度爽緻で示きれているよ  

うに北見支庁の100．282トンがもっとも生産盤が多く，  

次いで渡偽支庁の84，175トン，節3位は宗谷支庁の  

69，735トンとなっており，この3支庁合酎・で北海道の生  

産螢の85．1％も‡おめている。とくに宗谷支庁．北見支庁  

ほ，地蒔きの天然ホタテ貝であり，収碓期も4月から11  

月と、ともに亜なっており，産地間，発弛来者問の敷合  

が激しい地術である。これに対して渡海支庁は，餐殖ホ  

タテ貝であり，収稚翔も12月から翌年の5月となり，天  

然ホタテ月との競合は，ほとんど存在しない。ただ，道  

外の東北地方の養殖ホタテ貝との淡合が存在するが，平  

成3年度の沓鵜ホタテのシェアは，東北3県の32．4％  

（53，655トン）に対して北海道が67暮6％となっており，  

このように北海遺の優位性が明らかである。   

ホタテ貝の製品としては，次の5つの橡蟹が存在する。  

その1）生鮮品 2）ボイル製品，3）冷凍品，4）缶  

詰，5）紀貝柱である。衣1を参照しても明らかなよう  

に昭利53年度においてほ，生鮮向けが54．8％（50，848ト  

ン）を占め，次いで陀貝柱の19．4％（18，202トン）で  

あった。しかし近年，その比率を低下させ，平成3年度  

において，生鮮肉けは，28．6％（85．380トン）となった。  

第2位ほ，冷凍品の28．∠l％（軋731トン），第3位ほ，  

ボイル製ぷlの22．1％（45．428トン），プ没後が宙錆他の  

5．7％（17，1：∋9トン）という順となる。   

年次別の近年の生鮮以外のホタテ月製品の生産動向を  

みると，ボイル製品に供しては，昭和63年度が20．800ト  

ンであったのが，平成3年庇が17．300トンとなり，若干，  

減少傾向にあるが。しかし他の製品に関しては増加ない  

し横ばい傾向となっている。冷凍品の玉冷に関しては，  

出所：北海道漁連資料より作成  

昭和63年皮が7，540トンであったのが，平成3年度が  

10，309トンとなり，36．7％増加となった。雨露ほ，昭和  

63年度が170，000c／sであったが，平成3年庶ほ  

ZO6，000c／s（21，2％増加）となっている。そして敢近，  

急激に生産が増加している生鮮の貝柱製品の「生玉 け  

マタマ）」は，耶描け63年度が3，700トンであったのが，平  

成3年度は81．1％増加の6．700トンとなった。   

こうしたホタテ月製晶の多瀾化は，節1には，出荷先  

が昭和50年代の殻付き生鮮ホタテ月中心の北海道内を主  

体としたものから関東地方はじめ，西日本仙術へと全図  

化し，それに伴うホタテ月製品に対する地域的消費磯  

ニーズの多様化によるものである。節2にほ，地蒔き増  

殖ホタテ只の生産が大幅に増加したことにより，とくに  

貝柱製品一陀貝柱，冷凍玉将，缶詰，磯近の生鮮玉冷  

－の品目の増加と多様化が進展し，これが全体の製品  

生産澄増加に大きく寄与していることである。ちなみに  

天然ホタテ貝の生産螢は，昭和53年皮の北極遺全体（天  

然十養殖）の生産魔にl≒める比率が55．1％であったのが，  

平成3年庇には，63．0％にまでウェイトを高めた（i窯12   
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参照）。節3にほ，常婁先がきわめて多様化したことで  

ある。牝貝柱にみられる輸出向けのものから，外食渡英  

向け，スーパー向け等，製品の多様化に対応して覇賽の  

多様化も進展してきた。このようにホタテ貝の市場拡大  

ほ，①地域的なエリアから金座！エリアへという面的拡九  

②常葉先の多様化③製晶の品目数の多様化といった質  

的な変化をも遂げながら進展している。   

このような市場拡大の申で北海道のホタテ貝製晶の金  

閣供給数に‡短めるシェアは，漸次，嵩まってきている。  

平成3年度でみると，ボイル製品では全国生産蕊のうち，  

75．8％が北海遺塵がー責めるシェアである。同様に，玉冷  

製晶は，86．7％であり，生玉が87．6％，飯詰が58．6％と  

なっている（陀貝柱ほ資料にないが，ほとんど100％が  

北海道のシュアであると考えられる）。このように北海  

道産のホタテ月製品の供給に占めるウェイトほ，きわめ  

て高く，相場形成の大きな牽引者となっていることば間  

違いない。こうした北海遣漁連の製品シェアの高さに基  

づくプライス・リーダー的役割は，漁連共販とホタテ貝  

製品のマーケテイングを成功させる上での基盤となって  

いる。  

2．漁遊の共販とマーケテイング   

前述したように北海道のホタテ貝の生産戯の近年の増  

加は，増殖もののホタテ貝柱を中心とした製品の多様化  

を基軸とした市場拡大によって大きくささえられてきた。  

そこで次に，このような生産澄の増加と市場拡大を担っ  

てきた北海道漁連の共販活動とマーケテイングに関して  

述べよう。  

表2 北海道漁連総取扱い商  

① 共販活動   

北海道漁連の平成3年魔の総取扱い商（発上裔）は，  

∠i，280億円であり，昭和50年代後半からほぼ，この水準  

を維持している（衆2参照）。そ・のうちの64．6％にあた  

る2，763億円ほ，市場扱いの販発事某による耽扱い高で  

ある。血般製品の販売率莱による取扱い鋸丸 29暮0％の  

1，242億円，購買若輩莱が4．7％の201億円，あとは生産輩  

菜，利用軍楽という服となっており，全体の取扱い商に  

‘おめる市場扱いおよび血般製品の販売額某のウェイトが  

93．6％と圧倒的に商いことが北海道漁連の大きな特徴で  

ある。ホタテ貝の場合，産地市場に水揚げられた原只の  

市場での取扱い商ほ，市場扱いの販売商となり，製品化  

されたホタテ月の受託品の取扱い商に関しては，一般製  

品の販売取扱い霧となる。したがって共販串莱は，市域  

扱いの販売肇凝となり，平成3年度の北海道内のホタテ  

只の水揚げ金額が570億円であったからおよそ市場扱い  

の販売高の20．6％を占める。このようにホタテ貝の市場  

での取扱い商は，北海道漁連の市場扱い販兜事業の中で  

鰊視出来ない位澄を占めているのである。   

ホタテ貝共販軍機の中身について述べてみよう。まず，  

ホタテ只の市場での価格決定は，1）セリ方式，2）入  

札方式，3）備決め方式という3つの方法がとられてい  

る。このうち2）の入札方式は，現在，ほとんどとられ  

ていないが，1）のセリ方式によるものに関しては，主  

に「外海ホタテ月」（増殖でない天然もの）に導入され  

ている。これは，完全に天然ものであることから只の成  

長率数が異なり，それに対応して大きさ，品質が輿なる  

からである。こうしたセリ方式は，根姦支庁の士別漁胤  

野付漁協において行われている。増・発根ホタテ貝の価  

格決鑓方法については，3）の値決め会方式によってい  

る。これは，毎年の生産盈，月の成濃度があらかじめ予  

測され，計画生産・計画出荷が行われているためである。   

この侶決め合方式は，オホーツク海側，噴火湾側で行  

われている。地蒔き増殖ホタテ貝の倦決め方式は，まず，  

流氷が去って，「海関け」が終わり，漁場の掃除・雅男  

放流作某＝漁場造成の後に，6月，7月噴から億決め会  

が開催される。網走支庁管内の各漁協に関しては，1カ  

月に上期，下期に分けて2臥 網走支庁管内の漁協が・Y・Y一  

括して値決め会がもたれ，漁凰 関係漁協，買受け人の  

3者で，その年のホタテ只の歩留まり3），原只のサイズ，  

製品市場の相場などの及準を設け，サイズごとに価格が   出所：漁連資料より  
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決められる。この際に，月殻付き1kgの蕊盈に対して5  

枚が単価基準となり，どのような製品に加工するかとい  

う仕向けに沿ってそれぞれサイズの規格が決まっている。   

宗谷支庁管内の漁協は，網走支庁管内と輿なり，各漁  

協ごとに浪速と買受け人の3者で催決め会が行われる。  

価格の決め方は，網走支庁管内と同様である。しかし，  

値決め会の開機は，各漁協ごとでバラバラに行われてお  

り，その回数も漁協により輿なっている。このように網  

走支庁管内と宗谷支庁管内の値決め方式が輿なるのは，  

歴史的な事情の相違によるところが大であるが，なによ  

りも宗谷支庁管内と網走支庁管内の漁期・増殖方法（＝  

地輝き）が同じであり，産地間の幾合間通があるからで  

ある。噴火将の渡鳥支庁管内のボイル向けが中心の滋殖  

＊タテ即こ関しても，削・招，爛磯め会方式によって網走  

支庁管内と同様に価格決定が行われている。値決め会は，  

12月翌年の5月頃までの，とくに2月から3月までの盛  

漁期に，1カ月に2匝Ⅰ持たれる。   

こうした各産地ごとの傭決め会がもたれ，その年の価  

格が決定されるのであるが，価格決定された後は，値決  

め会に参閲したホタテ只の買受け楽者ごとに買い取られ  

ていく。こうした各業者に引き取られて行くホタテ只の  

「荷割り」ほ，敢初から決まっている。したがってあら  

かじめ，どの買受け来者がどれだけ買うかは決まってい  

るのであるから，結局，稲妻の澄が決められているので  

ある。   

その際，漁迎は，…窟の手数料で楽着からの代金回収  

業務を漁協に代わって行う。このようにして漁発着への  

資金の垣川又を確実なものとしているのである。いわば漁  

連が侶用保証的機能を果たしている。さらに買受け茶番  

から出荷されるホタテ月製品は，漁連に販売が委紀され  

る場合が多く，漁連を通じてそれぞれのユ…ザ一に販発  

されていく。したがって漁連の共販は，ホタテ貝生産某  

省である漁業者に代って販売代金の回収葉蘭と，買受け  

薬者（多くの場合，加工発着）からの製品の販売業務の  

代行という2つの釆務を行っている。ただし，粍貝柱に  

ついては，漁業者自らの資任で加エすることになってお  

り，多くの場合，加工米者に番託して乾貝柱に加コニして  

もらう。そして，乾貝柱に加工されたものを漁業者が漁  

連に販売を委託する。そ・して漁連は，…産の手数料を油  

菜省から徴収して‡ヨらの我像で販発する。   

② マーケテイング  

北海道漁連組織によるマーケテイングは，前述したよ  

うに，次の3つのルートで姫神されたホタテ貝加二に品を  

それぞれの製品別に対応する市場において独自な方法で  

行われている。集荷のルートは，第1には，買受け莱着  

であるホタテ貝加工業暑から受託され美偲ばの販発とい  

う場合である。このように加工薬着から漁連に委託され  

てくるホタテ貝加工品は，玉冷，生玉，ボイルものなど  

があるが，これらの製品に関して漁連のシェアほ，開き  

取りによれば，およそ4捌は下らないだろうということ  

であった。漁連以外では，産地の加工業者から大手水産，  

消饗地間屡などに淑発される。第2に，絃貝柱製品の漁  

業者からの受紀という場合である。この場合は，漁業者  

から100％，漁避に金㈲的に委託される。したがって紀  

貝柱のシェアは，漁連が100％である。さらに範3に，  

北海道内の4ケ研一森，室蘭，厚岸，根竃－の漁連  

麗償の各冷凍工簸で生産加工された製品のi鑑発という場  

合（ホタテ只の加工品生産は，森工場，室蘭工場が中心  

であり，摩メ乳 状盗工場は秋サケの加工品生産である）  

である。   

このような方法で基伸されたホタテ貝加工品別の流通  

ルートについて述べよう。   

まず，ボイル製品に関しては．図4に示されているよ  

うに漁連から1）遭外のq3央卸売市場出荷，2）大消饗  

他の間j乳 3）末端／ト売り段階の生協・鼠販店への麗販  

といった3つのルートが存在する。中心的なルートほ，  

大消饗地の間屡ルートである。また，ボイル製品もチル  

ド・ボイルと冷凍ボイルの2つの製品がある。チルド・  

ボイルは，閲米方面の消勘也常繋が主体であり，冷凍ボ  

イルは，関西以西の消饗地儲磯が主体である。  

生協  

畿販店  

選外中央卸売市場  

（∴こ」ィ∴‥・∴∵‡）  

図4 ボイル製品流通経路  

玉冷製品に関しては，園5に示されているように末端  

のスーパー，外食法楽のホテル・レストランに販発する  

「納め燈」と称する消饗地問屋である。この「納め屋」  

と称する消劉也間胤ま，中問流通としての春雄機能を有   
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よってリスクが大きいためである。外食産業は，近年，  

その市場親機が梅坪拡大し，26兆円にも達し，水産柳こ  

とっても巨大なマーケットとなっている。こうした国内  

外食苗場にターゲットを絞り込み，高級商材としての位  

檻を明確にした商品政策をとったのである。第3の特徴  

は，生玉，ボイル・ホタテ只の－・部ほ，全体的傾向とは  

逆に，市場内流通が主体となっており，とくに新製品で  

ある生玉ほ東京の築地苗磯となっている。こうした生鮮  

ものに関しての大都市の中央卸売市場のもつ商品評価機  

能は，現在でもなお，無視出来ないのである。   

こうしたホタテ貝加工品の販売を礪適する上での漁連  

の級級終制は，次のようになっている。共販に関しては，  

兼務第一本部の共販郎が全体を統括するが，具体的には  

網走支庁管内であれば漁連北見支軌 宗谷支庁管内であ  

れば宗谷文机噴火湾であれば函館支所が棲決め会に参  

画し，それぞれの産地の加工米着からの製品の受託業務  

を行う。   

ホタテ貝加工ぷ】の販売にl喝しては，兼務第二本部の鮮  

椅都が中心となり∴射繋支所，大阪支所，福間支所の各  

大消究他山死瀾関と連携しながら，それぞれの取引先と  

の具体的な取引きに入る。大消費地における支所は，い  

わば「撒前線基地」として各消費地苗場の詔翠動偶の把  

握，魂尊灘手の軌軋 販路政策等々の分析し，ホタテ月  

製晶の販死を行う。その‡祭の激怒放免は，支所との協議  

の上，札幌本部が行う。   

このように生産者からの委託集荷（ホタテ貝，製品）  

については，比揆的，支所の独自煙が強く働き，製ぶの  

販売に関してほ∴取乱 大阪，福岡の各支所に対する本  

部の悪意決党が優先されるのである。  

遣漁連→r  魚腹店  

ホテル・レストラン  

図5 玉冷製晶の流通健路   

遣漁連→路鴇繍農鑓→駕晶鮎  

図6 生玉製．ちヲ】の流通繚絡  

しておらず，多様多様な外食産米を顧客に持っており，  

文字通り，少鼠多品梯な食材を日常的末端′ト死のために  

品揃えするという役割を果たしている。こうした「′巨樹  

り【の利く「納め厘」の存在なしには，近年の玉玲のよ  

うな高級外食産米向けの食材の流通は閣経であろう。玉  

冷の曲呼先は，8測九 関東を主体としたものである。   

生ヨまについては，園6に示されているように，漁連か  

ら大消欺地の中央卸売市場の荷受け某者へ出荷され，現  

在は中京圏まで流通している。生玉製品の末端流通は，  

寿司店，商級料理店などの外食渡英となっている。   

陀貝柱に関しては，漁連から崎陽軒，珍味問屋（末端  

は観光地のおみやげ胤 スーパー），中華料灘瀾瀦など  

の外食産業を中心とした販発ルートと漁連の輸出商社で  

ある「㈱北光」肛を通じた香港への輸出の2つのルート  

がある。   

鰯畜製品については，貝柱の缶絡がその内容であるが，  

これに関して習えば，漁連での取扱い駿の5％前後程度  

であり，これも市場外流通である。   

このように漁連の販死においては，従来の殻付き生鮮  

ホタテ只の場合，産地の買受け人から覚場は氷赦して札  

幌市中央卸売市場の荷受け莱者へ直接，販売されるとい  

う市場内ルートが主たるものであった。しかし，現在，  

前述したように殻付き生鮮ホタテ月以外の加二‡二製品の生  

産魔が増加し，それに伴って市場内流通のウェイトが低  

下し，逆に市場外流通のウェイトが増加し，それが中心  

となっているのが大きな特徴である。節2の特徴は，昭  

和50年代の後半に冷凍卵付き玉冷がフランス′＼冷凍玉  

冷がアメリカヘ輸出されていたが，近年，戦儲からイ云統  

的に中国向けが多かった紀貝柱を除いて，海外輸出商け  

を縮小し，園内滴けの外食産楽にターゲットを切り称え  

たことである。というのは，梅外への輸出の場食，製品  

の技術的な乳 および為替変動，涌外拠点の問題などに  

北海道漁連の組織   
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ベき特徴があるように思われるのである。   

漁連のマーケテイングについては，節1に，前述した  

ように外国への輸招，および関内常婁拡大のための大衆  

化戦略から巨大な成長を遂げた園内の外食マーケットに  

ターゲットを絞り込み，‡l銅！160年以降，昭和50年代の  

「大衆消饗財」から高級品としての差別化を鮮明にしな  

がら，市城外を中心とした流通経路政策をとってきた。  

西日本の各県においても，当礼 高級な天然のイタヤ貝  

啓の2枚只の供給不足のバッファーとして消費され始め  

たが，その後，商は沖縄まで今日では消費されており，  

ホタテ貝製品の市場圏は遼懐化した。こうしたホタテ貝  

製品の金圃化・…敗化において北海道漁連の果たした役  

測は，きわめて大きかったと習えよう。換督すれば，昭  

和50年代の「大衆約数財」化，その後の外食化・高級品  

化という常黎構魔の変化に柔軟に対応してホタテ員製品  

の北海道漁連のマーケテイングも変化させてきた練乳  

そのような全国的な市場拡大に成功したと習えるのであ  

る。   

第2ほ，各製品ごとの地域マーケテイング政策を鮮明  

にしたことである。ボイル製品に関しても，チルドと冷  

凍という2つに製品化し，それぞれ関東と関西へ，玉玲，  

生玉は閑兼の外食産楽へなどきめの紺かな地域エリアご  

との細分化政策をとってきた。こうした地域エリアごと  

のマーケテイングは，北海道漁連の大沼饗他市場の支所  

による市場間塞が大きな役割を担ってきたことほ宵うま  

でもない。以上のような①「高級化」政策，②外食産業  

をターゲットした販路政策，③地域エリアを義視した細  

分化政策などを主賓戦塵としながら「協同組合」として  

の組織の弾力性を活用しながらホタテ員製品の覇繋拡大  

をはかってきたのである。   

しかしながら，今日，いくつかの問題が出てきている  

ことも率英である。その第1は，留吉紫の伸びに“かげ  

り”が見え始めてきたことである。これ札 盲嗣雛椚の  

生産畿における敢近の30万トン前後の停滞，榊格面での  

平成年に入ってからの190円水準での低迷といった過剰  

化傾向に示される，供給に対する‘儒賽の壁”が立ちは  

だかってきたことに明瞭に現れている。第2は，主翼な  

ターゲットとしてきた外食産業の成虜が純化してきたこ  

とである。とくに一●バブル”が崩壊した今日5），次節に  

消饗者の選択志向は狭まり始めてきており，どちらかと  

言えば，いわば川野沢品”的な位掛こあった寿司嵐 商   

ま  と  め  

以上，北海道漁連のホタテ員の共販附恥 およびホタ  

テ貝加工品のマーケテイングに関して述べてきたが，敢  

後にまとめを行っておこう。   

ホタテ貝の共販は，北海道内の原只の生産畿が東北地  

方のそれを凌駕し（北海道のシェアが84．0％），生産基  

地としての地位を嵩めつつあるという，いわば一棟の地  

域執■≒的な供給基盤が前提条件としてある。こうした地  

域独占的な供給基盤と並んで北海遺漁連の共販を支える  

2つめの条件としては，北海遺内における産地市場形成  

が，歴史的・地捌勺に日本資本義教の「辺胤として位  

腱していたが故に，きわめて未成熟であったという問題  

がある。初発段階での遅れが産地商人の自立的成戊を押  

しとどめ，漁捌勿の価傭実現問題をきわめてシビア一に  

したということである。こうした産地市域形成の遅れの  

中で，北海道漁連の共販体制の確立は，戦後，経済環境  

が悪化する申で脆弱な経常基蘭しか持ち得なかった函館，  

′ト4乳根室などの仕込商人による独占的な流通支配の排  

除と北海道漁連による共販流通ルートの形成を促進した。  

このようにホタテ貝共販は，北海道の圧倒的な生産数優  

位と歴史的な産地市場形成の巡れという2つの条件に  

よって支えられてきたのである。   

さらに，注目する必要があるのは，北海道漁連に見ら  

れるホタテ貝共販の内容である。前述したように共販と  

しては，値決め会への参画と市場用場の惰報縫供，そ・し  

て原員が取引された彼の買受入からの代金回収魔魔の代  

行，漁莱者，および産地買受け人であるホタテ員加工米  

省から受託されたホタテ月製晶の販死などが主な業務と  

なっており，他の漁連のように漁連による即決り方式は，  

直接，行っていないことである。こうした漁連による慣  

用保証的機能，価格形成機能，受託による販売機綾は，  

「手数料立教」に徹することによって漁連自体のリスク  

の分散という経常の安定化弁としての役割をはたしてい  

る。一般に，漁逓による買取り方式では，消費地市場で  

の相場と産地価格との間で漁連がきわめて大きなリスク  

を負うのが普通であるが，北海道漁連万葉は，あくまで  

も漁連は「販売代行者」としての役割を果たしているに  

過ぎない。そして加工品化されたものに関して，買取り  

を行い，そうした製品の販売を独自に行う。こうした山  

賞した賓託販発というところに北海道漁連方式の注目す  
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浜から水揚げされた漁獲物の相磯は，生産者であ  

る漁業者の自家労薯は囲うに及ばず，コストまで  

も償えない水準までギリギリ下がった。したがっ  

て…種の霧利貸し的な存在であった。  

2）筆者は，かつて「ホタテ貝流通の構造変化と経常  

問題」（北大戯学部『戯総論叢』節40集1984．2）  

において北淘遺漁連のホタテ貝基板とマーケテイ  

ングに関して考察を加えた。その際，大濠生産ヂ  

大螢販売にシフトしつつあった当時の北極遣漁髄  

の大衆消欺財化戦略のもとでの低価格問題の構造  

化が，産地における経営問題への“はね返りナ’，す  

なわち過密養殖，自家汚染閃麓を不可避とするこ  

とを指摘した。しかし本稿で考察しているように，  

その後の北海道漁連の方向は，ホタテ月商品の   

「大衆消費財イヒ」戦略から「高級商財化」戦略へ，  

増殖ホタテ貝を主体とする生産に大きく依存した  

高鮮度加工品化を主軸とする方向に転換した。し  

たがって本稿は，そうした戦略転換の内容につい  

て考察を加えたものであり，北海道漁逓のホタテ  

員マー ケテイングに関する第2論稲である。  

3）ホタテ月の歩留りほ，貝殻から身をはずした，い  

わゆる“むき身”の大きさをいう。とくに，貝柱  

を主体とする製品向けの場合，そうした歩留りが  

大きな価格形成の構成賓瀦となる。  

4）「㈱北光」は，資本金5，000万円であり，毘机 貝   
柱を主体とする海産物の販売・輸出業務を担当し  

ている。年間究上商は，61億円となっている。所  

在地は，大阪苗である。  

5）捕城菅山氏によれば，「qualityproductに対する常  

磐が，1980年代中葉から1990年代初頭にかけての   

『資産効果』に袈付けられて決済のファンダメンタ   

ルズ以上に伸びたのが，その条件が崩れ『逆資産   

効果』が現れた」のが“バブルの崩壊”である，  

と指摘している（本論文へのコメント）。   

級料理店などへの外食機会は減少しつつあるとみるのが  

費当であろう。そして節3は，大手水洗などのホタテ貝  

園内市場に対する参入が強化され，北海道における産地  

加工楽着からの被らへの初荷と消架他における北海道漁  

連との兢合が強まりつつあり，逓他における漁連共販の  

「独卸軋な体制も，こうした結果，根元から揺らぎ始  

めてきた箪である。   

いずれにせよ，今まで機済に発展してきた北海道漁連  

のホタテ貝共同出荷・委託販売体制は，新美な製晶市場  

の展開と原貝・製品をめぐる大手水盤の参入という親争  

条件の下で，「地域独一別勺性格」が崩れ，今軋 舷換点  

にさしかかってきているといっても過甫ではない。  

注   

1）こうした共販活動ほ，戦前から昭和20年代，30年   

代申ごろまで続いた。いわゆる「前期的商人」と  

習われた海産商の仕込み支配と盆暗部分にまで食  

い込む収奪からの脱却の方途として，彼らを排除  

し，開始されたものが多い。戦後櫻虜によって膨   

れ上がった過剰人口と食料不足によって触発され  

た資源乱彼の下で窮乏に喘いでいた当時の漁村の   

実憫を考慮に入れる時，確かに，このような漁連  

による共販活劇の開始は，零細な沿岸漁民にとっ   

て経済的日立を促す大きな励ましとなったことは  
間違いない。とくに大消費地である大都市から遠   

隔であり，加えて産地流通の未発遵という漁場物   

の価値爽現象件の困難な地域において，こうした   

漁連による共販の果たした役割は，きわめて大き   

なものがあった。当時，多くの海産磯ほ，独楽者   

に対して漁業資材，資金，場合によっては生活嚢   

金をも貸し事 それに対して水揚げした漁獲物の大   

半を買い占めるといった者が多かった。このため  




